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傷病の原因または誘因: 不詳
既存障害: なし
既往症: 特になし
傷病が治った日: 平成 8年3月
14日( 確認)

診断書作成医療機関における初
診時所見( 初診年月日: 昭和
60年 1 月 7 日) :動停，
息切れを訴え，聴診上心尖: 部
に拡張期雑音聴取され，目縮E
X 線で軽度1(;拡大，心電図上
心房負荷を認めた。
現在までの治療の内容等: 昭和
61年 6月2 日僧帽弁交連切開
術施行，以後順調であったが，
2年前より息切れ増強し，精
査にて上ま診断し，平成 8年
3 月14日手術施行し，経過
良好であった。

(手術歴) : 明栢名僧帽弁置換
術，二尖弁輪縫縮術，手術年
月日: 8年 3月14日
臨床所見( 平成 8 年 6 月26
印: 動民息切れ，倦怠感
有その他無
心電図・ X榔庁見( 平成 8年6
月28日) : 心房細動( 粗動) ，
S T低下( l .5mv)，T の逆
転有，その他無
心胸廓係数 (53%)，肺静脈
うっ血無

人工弁装着: 有，装着目: 平成
8年 3月14日

その他の臨床所見: 特に異常な
し

活動能力の程度( 平成8年6月
26R) : 家庭内の極めて温和
な活動では何でもないが，そ
れ以上の活動では1(;不全症状
又は狭1(;症症状がおこる。
現症時の日常生活活動能力又は
労働能力: 温和な日常生活活

動は可能，労働は制限っき軽
作業までは可能。
予後: 人工弁置換術愛の葉初療
法の継続が必要である。

(2) また，春O 医師は，次のように
述べている( 資料 1 - 2 )。
僧帽弁狭窄症にて昭和61年 6
月 2 日完車切開術施行し，以後他
院で内科治腐腕した。平成 4年
1月22日新たに僧帽弁狭窄兼閉
量削ミ全・三尖弁閉鎖不全にて初診。
内科治療継続した。平成 8年 3月
14日僧帽弁置換術，三尖弁輪樹首
術施行した。
(3) 今O 医師は，請求人に対し，昭
和63年 8月 8 日より平成 4年 8
月12日まで，僧帽弁術後の投薬
を継続している( 望号料 2 )。

(4) 保険者代表は，社会的治癒を認
める場合には，医療を行う必要が
なくなって，無症状で医療を受け
ることなく概ね 5年程度を結晶す
ることが必要であると述べている
とともに，原脳士において，請求
人の当該傷病の初診日を昭和59
年11月としたのは誤りであり，
医証によると，昭和60年 1 月が
正しいと述べている。
(5) 請求人は，高校 2年のときの健
康診断で，校医より心臓に雑音が
聞こえると言われたことがあるが，
自覚症状もなかったので，その後
診察は受けていないと述べている。

(6) 請求人の高校在学中における出
欠の記録は，次のとおりである
(資料 3 )。

学年授業日数要出席日数欠席日数
1  243 243 1  
2  246 246 14 
3  225 225 12 
(7) 請求人は，高校在学中，体育，
クラブ、、活動か腎わった時等に，必

ずハァーハァーと苦しそうで，顔
色と唇の色が悪くなった。( 資料
4  )。

(8) 請求人は，昭和59年から昭和
60年にかけて， 60年改正法によ
る改正前の国民年金法附則第 6条
第 1項により被保険者となる途が
聞かれていたにもかかわらず，国
民年金の被保険者となっていなか
った( 資料 5 )。

2  前記認定された事実に基づき，本
件の問題点を検討し，判断する。
(1) 請求人は，当該働丙の初診日は，
昭和60年 1月 7 日ではなく，平
成 4年 1月22日であるとしてい
る杭前記1の(1)から(3)によると
請求人は昭和60年 1月 7 日動'民

I  '}'P 6  息切れを訴え受診，昭和61年 6
月2 日側官弁克裏切開施行，以
後，平成 4 年 8 月12日まで， {，曽
帽弁f相変の投薬を継続しているこ
とが明らかである。したがって，
前記1 の(2)において，平成4年 1
月22日新たに僧帽弁狭窄兼閉鎖
不全・三尖弁閉鎖不全にて初診と
はされているものの昭和60年 1

/タタ乙 月 7 日初診から平成 4 年 1 月22
日までの聞に社会的治癒があった
と認めることは困難である。

(2) 次に，請求人は，高校在学中に
心臓に雑音がすると指摘されたこ
とがあると述べているが，前記 1
の(5)から(7)によると，その可能主
を否定はできない。しかいこれ
だけでは当該働丙の初診日が請求
人の20歳未満にあると推認する
ことは困難である。
(3) 以上を総合して，請求人の当該
傷病の初診日が，請求人の被保険
者期間中又は20歳未満にあると
認めることは困難であると判断す
る。
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そうすると，原脳士において初
診日を昭和59年11月であると認
定したことは誤りであるカミ結果
として，原脳士は妥当であり，こ
れを取り消すことはできない。
なお，当該働丙の初診励濡求

人の20歳未満にあることを証明
できる場合には，障害基礎年金の
支給を受けることができることを
念のため付言する。

以上の理由によって，主文のとおり裁
決する。

形描旬には繰上げ支給の老齢基礎年金
の裁定請求に必要な関係書類が整えられ
ているけれども，請求人は裁定請求時
にはすでに請求さえすれ叫聾害基礎年
金の支給を受けることができる杭態にあ
ったにもかかわらず，繰上げ支給の老齢
基礎年金の裁定請求を行ったことは，当
該年金の支給を受ければ障害基礎年金の
却合を受けることができないとの讃哉を
全く欠いていた証左であるから，裁定請
求行為そのものが重大な諸誤に基づくも
のと判断せざるをえない。従って，請求
人の当該議結百青求は錯誤によって無助
であると認められるので，佐会伺境庁長
官カ宮青求人に対して行った本件載定もま
た無効である。( 平 9. 9. 30) 

請求人 千葉県
代理人 千葉県

東京都
原処分をした行商宇
老齢基礎年金受給権者

中o - 0  
猿O 隆O
鈴O 静O
千葉県知事
中o - 0  
昭和10年生

審査の決定をした社会保険審査官
千葉県社会保険審査官
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主文 千葉県長時が，請求人に対し，
平成 8年 7月 1日をもって，障害基礎年
金を卦合する旨の処分を取り消した働¥
は，これを取り消す。

理由
第 1 再審査請求の趣旨
再審査請求人( 以下「請求人」とい
う。) の再審査請求の趣旨は，主文と
同旨の裁決を求めるということである。

第 2 再審査請求の飾品
l  請求人は，嚢胞腎( 以下「当該傷
病」という。) により障害の状態に
あるとして，平成8年 4 月9 日( 受
付) ，千葉県知事に対し，国民年金
法( 以下「法」という。) 第30条の
2第 1項の規定による障害基礎年金
の裁定を請求した。
2  千葉県知事は，平成 8 年 5 月30
日付で，裁定請求日における請求人
の当該傷病による障害の状態は，国
民年金法施行令( 以下「国年令」と
いう。) 別表に定める 2級の程度に
該当するとして，平成 8年 5月から
障害基礎年金を卦合する旨の処分を
した。
3  その後，千葉県知事は，請求人が
平成7年2月から繰上げ卦合の老齢
基礎年金を受給しているとして，平
成 8年 7月 1日付で，前記 2の処分
を取り消す旨の処分( 以下「原処
分」という。) をした。
4  請求人は，原脳士を不服として，
猿O 隆O を審査請求代理人に立て，
平成 8年 8月28日( 受付) ，千葉県
社会側君主審査官( 以下「審査官」と
いう。) に対し，審査請求をした。
5  審査官は，平成 8年11月 6 日付
で原脳士は妥当であるとして，この
請求を棄却する旨の決定をした。
6  請求人は，なおこの決定を不服と
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して，平成 8年12月27日(受付)，
猿C 隆O 及び鈴仁静O を再審査請求
代理人( 以下「代理人」という。)
に立て，当審資会に対し，再審査青
求した。

第 3 問題点
l  繰上げ刻合の老齢基礎年金の受給
権取得後に，障害基礎年金の受給権
を取得することとなる場合には，当
該障害基礎年金は支給されないこと
になっている( 法附則第9条 2第 4
項)。
2  本件の場合，法の規定及び法理に
照らして，請求人に対し，障害基礎
年金を克給することができるかどう
かということである。

第 4 審査資料
本件の審査資料は次のとおりである。
資料1 請求人に係るA 病院医師隆O
英O 作成の診断書( 平成 8 年 2 月
21日付) の写

資料 2 請求人に係る B病院医師服。
義O 作成の診断書( 平成 8年 3 月
23日付) の写
資料 3 請求人が当審査会に提出した
申立書( 平成 9年 6月20l::l付)

資料 4 千葉県発行の請求人に係る身
体障害者手帳の写
資料 5 千葉県職員が社会側倹庁に提
出した次に掲げる報告書の写
5  - 1  平成 9年 5 月16日付のも
の
5 - 2  平成 9年 6月 4 日付のもの

資料 6 請求人が千葉県知事に提出し
た国民年金障害基礎年金裁定請求書
(平成8年 4月9 日受付) の写

資料 7 請求人に係るH クリニック医
師吉O 豊O 作成の診断書( 平成 6年
9月30日付) の写

第 5 事実の認定
前記審査資料並びに本件公開審理に
おける代理人及び保険者の陳述を総合

守F

すると，次の事実が認められる。
1  請求人は，昭和57年" A 病院に
おし〉て当謝易商の診断を受けたカ主
以後，徐々に腎機能が低下し平成 5
年 4 月22日から I クリニック( の
ちの 'B病院J) において血液透析
(週 3回) を受けている( 資料1 ，
2及び 3 )。
2  請求人は，平成 6年11月 4 日，
千葉県から障害名「のう胞腎による
自己の身辺の日常生活活動か市披に
制限されるじん臓機能障害」により
身体障害者手帳 1級の交付を受けて
いる。また，その際申請書に添付さ
れた診断書によれば，請求人の障害
の状態は，国年令別表に定める 2級
の干型支に該当すると認められる( 資
料 4及び7 )。
3  請求人は，平成6年末，金閥横関
職員三O 隆O (以下「三OJ とい
う。) の勧めにより， 60歳到達時に
老齢基礎年金の裁定請求をすること
に応じ，請求手続きを三O に寸壬し
た。書類の作成にあたっては，当該
金融機関では「委任状，国民年金・
厚生年金保険老齢給付裁定請求書
( 以下「老齢給付裁定請求書」とい
う。) ，老齢基礎年金繰上請求確認
届( 以下「確認届」という。) 等の
署名や記入は三O によるものと思わ
れる。ただし，委任状の署名は請求
人の妻が記入したと思われるが定か
でない」といい，三O も「委任状の
署名は本人に書いてもらっているが，
他はすべて私( 三0 ) が言己入した」
と述べている。そして，平成 7年 1
月18日，関係書類を三O がK 市役
所に提出して，請求人に代って繰上
げ苅合の老齢基礎年金の裁定請求を
行った( 資料 5 - 1及び 5 - 2 )。
4  裁定請求にあたって，繰上げ卦合
の老齢基礎年金の卦合権者は，障害
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基礎年金の卦合を受けることができ
ないことなどについて請求人に誌信哉
があったかどうかに関する関係者の
申立に大きな食い違いがみられる。
(資料 5 - 1及び 5 - 2 )。
(1) 三O
繰上崎青求ですから，一生年金
は減額され今障害の状態になって
も障害年金はもらえないことも当
然話しました。
(2) 倒演者
請求人は，国民年金・老齢基礎
年金卦合繰上院青求書( 以下「繰
上げ請求書」という。) 及び確認
届に署名，押印しているのである
からそこに記載されている年金額
の減額のことも，事後重症などに
よる障害基礎年金の裁定請求がで
きなくなることも当然に承知して
いる筈だ。 I

(3) 請求人
ただ年金がもらえるということ
しかきいていない。障害年金のこ
とをきいていたら，老齢年金の請
求は頼まない。 60歳から老齢年
金をもらうと減額される話は全く
してくれなかった。
(4) 請求人の妻
老齢給付裁定請求書に言識され
ている「国民年金法に定める障害
等級に該当する程度の障害の状態
にありますか」の欄の「いいえ」
の箇所に該当印がついていること，
繰上けー請求書の注意事項の内容等
については，全く説明がなく，判
を押すと，書類に目をとおす隙も
なく，三O が持ち帰った。

5  請求人( 猿O 代理人が代行) は，
平成8年 4月9 日，千葉県知事に国
民年金障害基礎年金裁定請求書( 以
下「障害裁定請求書」という。) を
提出し，当該働丙による障害基礎年
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金の裁定請求を行った( 資料 5 - 1
及び 6 )。
6  前記5の障害裁定請求書には，請
求人が繰上げ亮給の老齢基礎年金の
受給権者であることが明記されてい
たにもかかわらず，保険者は，平成
8 年 5 月30日，請求人の障害状態
は，国年令別表に定める 2級の障害
の程度に該当するとして障害基礎年
金( 付加を支給する旨の脳士をし
た( 資料 5 - 2及び 6 )。
7  保険者は，誤って前記の 6の勝士
をしたとして，平成 8年 7月 1日付
で，同処分を取り消した( 資料5
2  )。

第 6 判断
前記認定した事実に基づき，本件の
問題点を検討し，判断する。
1  障害基礎年金の裁定請求( 平成 8
年 4月9 日) は，繰上げ支給の老齢
基礎年金の受給権発生( 平成 7年 2
月) 後であるから，本来ならば法附
則第 9条の 2第 4項の規定によって
請求人は障害基礎年金の卦合を受け
ることができない。
2  しかしながら，本件については，
次の点を考慮する必要がある。
(1) ijj献人は，平成5年 4 月から血
液透析 G恩3回) を始め，平成6
年11月には身体障害者手帳 1級
を受けた杭その際の当該働印こ
よる請求人の障害の状態は国年令
別表に定める 2級の程度であった
のであるから，繰上げ卦合の老齢
基礎年金の裁定請求時( 平成 7年
1月) には，すでに請求さえすれ
は胃害基礎年金の支給を受けるこ
とができる状態にあったと認めら
れること。

(2) 繰上げ苅合の老齢基礎年金の裁
定請求は，三O の勧めにより，た
だ年金がもらえるというだけで，
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請求人カ洞人にイ壬して行われた
が，裁定請求に必要な関係書類の
ほとんどすべてについて三O が記
入( 署名を含む。) し，請求人ら
に何ら内容の説明をせず，それら
書類を三C がK 市役所に提出した
と認められること。

3  このようにみてくると，たしかに
形式的には繰上げ支給の老齢基礎年
金の裁定請求に必要な関係書類が整
えられているけれども，請求人は，
裁定請求時には，すでに請求さえす
れは驚轄謹礎年金の苅合を受けるこ
とができる状態にあったにもかかわ
らず，繰上げ苅合の老齢基礎年金の
裁定請求を行ったことは，当該年金
の支給を受ければ障害基礎年金の支
給を受けることカ可申きないとの認識
を全く欠いていた誼主であるから，
裁定請求行為そのものが重大な錯誤
に基づくもの左判停斤せざるをえない。
4  従って，請求人の当該裁定請求は，
量霞呉によって無効であると認められ
るので，社会保険庁長官が平成 7年
3月 9 日付で請求人に対して行った
本件裁定もまた無効である。
そして，千葉県知事は，請求人が

繰上げ卦合の老齢基礎年金を受給し
ているために障害基礎年金を亮給す
るとした処分を取り消したのである
から，その前提条件が鮒自された以
上，原処分は，取り消されなければ
ならない。

以上の理由により，主文のとおり裁決
する。

可明開問

遺 族給付


